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株主各位
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  証券コード　7444
  平成25年６月11日

株　主　各　位   

 兵 庫 県 姫 路 市 飾 東 町 庄 3 1 3 番 地

 ハリマ共和物産株式会社
代表取締役社長 津 田  雄

第46期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第46期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出
席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することが
できますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまし
て、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成25
年６月26日（水曜日）午後５時20分までに到着するようご返送いただきたく
お願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成25年６月27日（木曜日）午前10時
２．場 所 兵庫県姫路市下寺町43番地
  姫路商工会議所　５階　501号室
  （末尾の株主総会会場ご案内略図をご参照ください。）
３．目 的 事 項  
 報 告 事 項 １．第46期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）事業報告、

連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類
監査結果報告の件

  ２．第46期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）計算書類
報告の件

 決 議 事 項  
 第１号議案 剰余金の処分の件
 第２号議案 定款一部変更の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ
いますようお願い申し上げます。
なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生
じ た 場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス 　
http://www.harimakb.co.jp）に掲載させていただきます。
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（添付書類）
　

事　 業　 報　 告

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

　

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過およびその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、震災復興需要が堅調である一方、欧州の

債務不安や中国景気の減速等により、厳しい環境が継続してきました。昨年末から

は円高修正による株価上昇を受け、回復の兆しも表れてきましたが、実体経済への

波及にはなお時間を要するものと思われます。

　当流通業界におきましては、所得環境の低迷が継続していることや企業間競争の

激化もあり、厳しい環境が続いてまいりました。

　このような状況のもと、当社グループは、卸売事業と物流関連事業のそれぞれの

事業の効率化を推進するとともに、両事業のシナジー効果の最大化に注力してまい

りました。その結果、当連結会計年度の業績は、売上高については36,567百万円

（前連結会計年度比0.9％増）と増収になりましたが、競争の激化による利益率の

低下の影響で、営業利益は1,266百万円（前連結会計年度比9.5％減）、経常利益は

1,686百万円（前連結会計年度比5.6％減）と減益となり、当期純利益は986百万円

（前連結会計年度比0.4％増）となりました。

当社グループのセグメント別の内容は、次のとおりであります。

・卸売事業

卸売事業におきましては、得意先である流通小売業において消費者獲得のため

の激しい競争が続いております。そのような中、上位の小売業に対する売上が堅

調に伸びたとともに季節商材の導入が順調であったことから売上高は増加しまし

た。一方利益面では、全般として低価格競争の影響を受け厳しい状況となってお

ります。その結果、売上高は31,037百万円（前連結会計年度比1.5％増）、セグ

メント利益は442百万円(前連結会計年度比21.2％減)となりました。
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・物流関連事業

物流関連事業におきましては、一部受託先企業の店舗在庫適正化の取り組みの

影響などにより取扱い物量が減少し、それにともない売上高も減少しました。利

益面については、配送業務や倉庫内作業の効率化などでコスト削減を推し進めた

ことにより、前期を若干上回りました。その結果、売上高は5,498百万円（前連

結会計年度比2.3％減）、セグメント利益は1,188百万円(前連結会計年度比0.7％

増)となりました。

・その他の事業

不動産賃貸業および当連結会計年度より開始した太陽光発電事業等を含むその

他の事業におきましては、売上高31百万円（前連結会計年度比10.1％増）、セグ

メント利益21百万円(前連結会計年度比12.0％減)となりました。

　

(2) 設備投資等の状況

当連結会計年度において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は556

百万円で、その主なものは子会社ブルームの太陽光発電設備であります。

　

(3) 資金調達の状況

当連結会計年度において実施いたしました設備投資に係る所要資金は、自己資金

を充当いたしました。

　

(4) 対処すべき課題

今後の国内経済の見通しにつきましては、所得環境の低迷が依然として続くと考

えられ、電力料金の値上げや消費税増税などを控え、消費者の生活防衛意識は益々

高まると思われます。また流通小売業間での競争の激しさとも相まって、日用雑貨

品におけるデフレ傾向は出口の見えない状況が続くと予想されます。

このような状況のもと当社グループは、卸売事業におきましては、独自商品の開

発等による他社との差別化を図り、物流関連事業におきましては、作業の効率化、

ローコスト化を更に図ることによってより生産性を高め、収益の拡大を図ってまい

ります。

株主の皆様におかれましては、より一層のご支援とご鞭撻を賜りますようお願い

申し上げます。
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(5) 財産および損益の状況の推移

①　企業集団の財産および損益の状況の推移

区 分
第43期

(平成22年３月期)
第44期

(平成23年３月期)
第45期

(平成24年３月期)
第46期

(平成25年３月期)

売 上 高(百万円) 33,429 33,572 36,238 36,567

経 常 利 益(百万円) 1,575 1,644 1,786 1,686

当 期 純 利 益(百万円) 866 857 982 986

１株当たり当期純利益(円) 165.05 163.94 188.21 188.96

純 資 産(百万円) 8,815 9,502 10,434 11,360

総 資 産(百万円) 15,858 15,899 16,713 18,117

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

　

②　当社の財産および損益の状況の推移

区 分
第43期

(平成22年３月期)
第44期

(平成23年３月期)
第45期

(平成24年３月期)
第46期

(平成25年３月期)

売 上 高(百万円) 31,215 31,143 33,370 33,774

経 常 利 益(百万円) 1,386 1,518 1,568 1,555

当 期 純 利 益(百万円) 814 840 915 951

１株当たり当期純利益(円) 155.24 160.59 175.25 182.26

純 資 産(百万円) 7,933 8,606 9,465 10,350

総 資 産(百万円) 14,700 14,741 15,446 16,610

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

　 

(6) 重要な親会社および子会社の状況

①　親会社の状況

該当事項はありません。

　

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 ブ ル ー ム 20百万円 100.0％ 一般貨物自動車運送業

トイレタリージャパンインク株式会社 10百万円 85.1％ 国内外メーカー品の仕入販売

播磨国際物流(青島)有限公司 500万元 100.0％ 物流加工業、倉庫業　
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(7) 主要な事業内容（平成25年３月31日現在）

　当社グループは、卸売事業、物流関連事業およびその他の事業を行っております

が、各事業の内容は以下のとおりであります。

①　卸売事業

洗剤関連商品、ホームプロダクト商品、家庭紙および衛生用品、化粧関連商

品等の日常消費材の卸売業

国内外メーカー品の仕入販売

②　物流関連事業

サードパーティ・ロジスティクス事業、倉庫業、一般貨物自動車運送業

③　その他の事業

不動産賃貸業、太陽光発電事業

　

(8) 主要な営業所および物流センター（平成25年３月31日現在）

①　当社の主要な事業所

当社本社 兵庫県姫路市

営業拠点 大阪（大阪市淀川区）、東京（東京都渋谷区）

名古屋（名古屋市北区）

物流センター 宮城（宮城県加美郡）、下妻（茨城県下妻市）

甲府（山梨県甲府市）、小牧（愛知県小牧市）

滋賀（滋賀県長浜市）、高槻（大阪府高槻市）

神戸（神戸市兵庫区）、姫路（兵庫県姫路市）

福崎（兵庫県神崎郡）、鳥栖（佐賀県鳥栖市）

②　主要な子会社の事業所

株式会社ブルーム

兵庫県姫路市

トイレタリージャパンインク株式会社

大阪府高槻市

播磨国際物流（青島）有限公司

中国山東省青島市
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(9) 使用人の状況（平成25年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使　用　人　数　(人) 前連結会計年度末比増減（人）

160（408） －（40減）

（注）　 使用人数は就業人数であり、臨時使用人数は（　）内に年間の平均人数を外数で記載して

おります。

　　　　
②　当社の使用人の状況

使用人数(人) 前事業年度末比増減（人） 平均年齢 平均勤続年数

142（408） 1増（36減） 40.5歳 14.6年

（注）１.使用人数は就業人数であり、臨時使用人数は（　）内に年間の平均人数を外数で記載して

おります。

　　　２.平均年齢、平均勤続年数は、正社員のみの平均値を記載しております。

　

(10) 主要な借入先（平成25年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 広 島 銀 行 500百万円

株 式 会 社 み な と 銀 行 400百万円

株 式 会 社 伊 予 銀 行 100百万円

株 式 会 社 ト マ ト 銀 行 100百万円

株 式 会 社 百 十 四 銀 行 100百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 100百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 100百万円

　

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（平成25年３月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 14,000,000株 

(2) 発行済株式の総数 5,441,568株（自己株式218,860株を含む）

(3) 株主数 569名 

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

津 田 物 産 株 式 会 社 1,895,080株 36.28％

ハ リ マ 持 株 会 　228,740株 4.37％

株 式 会 社 広 島 銀 行 　195,360株 3.74％

株 式 会 社 西 松 屋 チ ェ ー ン 195,300株 3.73％

津 田  雄 160,600株 3.07％

津 田 信 也 159,120株 3.04％

油 井 　 洋 105,600株 2.02％

津 田 則 子 75,200株 1.43％

津 田 三 夫 72,936株 1.39％

津 田 侑 紀 68,400株 1.30％

（注）１.当社は、自己株式を218,860株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

　　　２.持株比率は、自己株式を控除して算出しております。
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３．会社役員に関する事項
(1) 取締役および監査役の状況（平成25年３月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 津 田  雄
トイレタリージャパンインク株式
会社代表取締役

代 表 取 締 役 副 社 長 津 田 信 也
トイレタリージャパンインク株式
会社監査役

専 務 取 締 役 岡 本 則 幸
サードパーティ・ロジスティクス
事業部長
株式会社ブルーム代表取締役　

取 締 役 山 口 義 隆 ホールセール事業部長

常 勤 監 査 役 小 石 博 二  

監 査 役 山 　 本 　 美 比 古 弁護士

監 査 役 前 原 啓 二 公認会計士

（注）１.監査役山本美比古氏および前原啓二氏は、社外監査役であります。

２.監査役前原啓二氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務および会計に関する

相当程度の知見を有するものであります。

３.当社は、山本美比古氏および前原啓二氏を大阪証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、同取引所に届け出ております。

　

(2) 取締役および監査役の報酬等の額　

　イ．当事業年度に係る報酬等の総額　

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 4名 103,900千円

監 査 役
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 監 　 査 　 役 ）

3名
（2名）

7,200千円
(3,600千円）

合 計 7名 111,100千円

（注）１.取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２.取締役の報酬限度額は、平成３年４月20日開催の第24期定時株主総会において年額200,000

千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
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３.監査役の報酬限度額は、平成３年４月20日開催の第24期定時株主総会において年額20,000

千円以内と決議いただいております。

４.当事業年度末の取締役は４名、監査役は３名（うち社外監査役２名）であります。上記の

取締役および監査役の支給人員は、平成24年６月28日開催の第45期定時株主総会終結の時

をもって退任した取締役１名と、無報酬の取締役１名を含んでおります。

５.上記の支給額には、当事業年度における役員退職慰労引当金の増加額17,980千円（取締役

３名に対し17,980千円）が含まれております。

　　ロ．当事業年度に支払った役員退職慰労金

　　　　平成24年６月28日開催の第45期定時株主総会決議に基づき、同総会終結の時を

もって退任した取締役に対し支払った役員退職慰労金は以下のとおりでありま

す。

　　　　・取締役１名に対し12,059千円

　

(3) 社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

・該当事項はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

・監査役山本美比古氏は、当事業年度に開催された取締役会13回、監査役会５回

すべてに出席いたしました。弁護士としての専門的見地から、議案審議等に必

要な発言を適宜行っております。

・監査役前原啓二氏は、当事業年度に開催された取締役会13回、監査役会５回す

べてに出席いたしました。公認会計士としての専門的見地から、議案審議等に

必要な発言を適宜行っております。
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４．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

　

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　 支 払 額

①当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 21,047千円

②当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

21,047千円

（注）　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の会計監査人の監査に対する報酬等

の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分していないため、上記金額はこれ

らの合計額を記載しております。

　

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

　

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

会社法第340条第１項各号に掲げられている事由およびこれに準ずる事由等を会

計監査人の解任または不再任の決定方針としております。
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５．会社の体制および方針
(1) 取締役、使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための

体制

誠実かつ公正な企業活動を通じて社会的責任を果たすとともに、社会生活におい

ても法令・社会倫理等を遵守し、社会的規範に沿った良識ある行動をとるための行

動規範を制定します。

コンプライアンスの確実な実行のため、代表取締役社長を委員長とした「コンプ

ライアンス委員会」を設置し、その委員はグループ会社の取締役ならびに執行役員

で構成し、遵守事項の審議、活動方針策定、コンプライアンスに反する事案の聴取、

調査等を行います。

また、コンプライアンス推進部門は管理サービスチームとし、その推進責任者は

管理管掌取締役が務めます。

その推進にあたっては、各事業部長を推進担当者とし、コンプライアンスに関す

る相談窓口、啓蒙活動、委員会への報告等をその役割とします。

　

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役の職務執行に係る電磁的記録を含む文書、その他重要な情報を、別途定め

る「文書管理規程」に則り、適正に保存・管理します。

また、情報の管理については、「個人情報保護規程」に基づき対応します。

　

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理についての基本方針の決定、推進体制の整備等、全社的な統括業務は

管理管掌取締役が行います。

グループ会社を含めた事業部毎のリスク管理については、各事業部長をリスク管

理に関する統括責任者とし、現規程を遵守するとともに、現規程以外に新たに発生

したリスクについては、分析・評価した上で新たに規則・マニュアルの作成、研修

の実施等を行い、事業部毎のリスク管理体制を確立します。

　

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

毎月１回定例取締役会を開催し、経営に係る重要事項の決定と取締役の業務執行

状況の監督等を行います。

また、業務の意思決定・監督機能と、業務執行機能を分離し、取締役会の監督機

能強化のため、執行役員制度を導入し、経営の効率化を図ります。
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(5) 当該株式会社ならびにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す

るための体制

当社および子会社から成る企業集団の管理は、別途定める「関係会社管理規程」

に則り、管理管掌取締役が統括します。

関係会社の業務については、その自主性を尊重しつつ、経営上発生する重要事項

または関係会社全般にわたる事項については、充分に協議を行うとともに、第１号、

第３号に定めた管理体制の確立を図ります。

また、監査役は定期的にグループ管理体制を監査し、取締役会に報告します。

取締役会はその報告を受けてグループ管理体制の問題点を把握し、その改善、見

直しを行います。

　

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用

人に関する事項ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は必要

に応じて監査スタッフを指名します。

監査役を補助すべき期間中は、その使用人は監査役の指揮命令下に置かれ、監査

役会の事務局の業務も併せて担当します。

　

(7) 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関

する体制、その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

取締役および使用人は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見した時

や、法令・定款に違反する重大な事実が発生する可能性、もしくは発生した場合は、

その事実を認知した場合の他、取締役会に付議、報告された案件のうち、特に重要

な事項等については「監査役会規則」に基づき監査役に報告します。

監査役は、適正な職務遂行のために会計監査人、グループ会社の取締役と情報交

換に努めるとともに、代表取締役と定期的に会合を持ち、相互の意思疎通を図りま

す。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成25年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

【流　 動　 資　 産】

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

商 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

【固　 定　 資　 産】

（有形固定資産）

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

器 具 及 び 備 品

土 地

（無形固定資産）

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

保 険 積 立 金

長 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

[10,059,955]

1,381,965

6,014,087

2,023,772

42,745

599,064

△1,680

[8,057,922]

(6,118,444)

1,548,684

657,075

113,698

3,798,984

(53,367)

47,737

5,630

(1,886,110)

577,048

184,620

348,286

376,072

413,541

△13,460

【流　 動　 負　 債】 [5,817,001]

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 3,026,345

短 期 借 入 金 1,420,000

未 払 法 人 税 等 275,003

繰 延 税 金 負 債 3,283

賞 与 引 当 金 48,933

そ の 他 1,043,435

【固　 定　 負　 債】 [940,133]

繰 延 税 金 負 債 50,657

再評価に係る繰延税金負債 260,607

退 職 給 付 引 当 金 321,034

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 235,604

そ の 他 72,229

負 債 合 計 6,757,134

純 資 産 の 部

【株　 主　 資　 本】 [11,575,104]

資 本 金 719,530

資 本 剰 余 金 690,265

利 益 剰 余 金 10,353,310

自 己 株 式 △188,000

【その他の包括利益累計額】 [△234,367]

その他有価証券評価差額金 58,668

土 地 再 評 価 差 額 金 △288,147

為 替 換 算 調 整 勘 定 △4,887

【少 数 株 主 持 分】 [20,005]

純 資 産 合 計 11,360,743

資 産 合 計 18,117,878 負 債 ・ 純 資 産 合 計 18,117,878

(注)金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。



2013/05/27 21:32:57 ／ 12900430_ハリマ共和物産株式会社_招集通知

連結損益計算書

－ 14 －

連 結 損 益 計 算 書

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 36,567,545

売 上 原 価 31,551,583

売 上 総 利 益 5,015,962

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,749,888

営 業 利 益 1,266,073

営 業 外 収 益 447,178

受 取 利 息 11,193

受 取 配 当 金 12,590

仕 入 割 引 302,057

そ の 他 121,336

営 業 外 費 用 26,745

支 払 利 息 8,257

売 上 割 引 17,926

そ の 他 561

経 常 利 益 1,686,506

特 別 損 失 500

投 資 有 価 証 券 評 価 損 500

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,686,006

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 620,211

法 人 税 等 調 整 額 72,473

法 人 税 等 合 計 692,684

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 993,321

少 数 株 主 利 益 6,439

当 期 純 利 益 986,882

(注)金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

（単位：千円）

 
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成24年４月１日　残高 719,530 690,265 9,476,105 △187,968 10,697,932

連結会計年度中の変動額   　　　   

剰 余 金 の 配 当   △109,677  △109,677

当 期 純 利 益   986,882  986,882

自 己 株 式 の 取 得    △32 △32

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

  　      

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 877,204 △32 877,172

平成25年３月31日　残高 719,530 690,265 10,353,310 △188,000 11,575,104

 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

少数株主
持 分

純資産合計その他有
価証券評
価差額金

土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

平成24年４月１日　残高 15,260 △288,147 △5,516 △278,404 15,056 10,434,584

連結会計年度中の変動額   　    

剰 余 金 の 配 当   　   △109,677

当 期 純 利 益   　   986,882

自 己 株 式 の 取 得   　   △32

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

43,408 ― 629 44,037 4,949 48,986

連結会計年度中の変動額合計 43,408 ― 629 44,037 4,949 926,158

平成25年３月31日　残高 58,668 △288,147 △4,887 △234,367 20,005 11,360,743

(注)金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
　

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ３社

連結子会社の名称 株式会社ブルーム

 トイレタリージャパンインク株式会社

播磨国際物流（青島）有限公司

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項

播磨国際物流（青島）有限公司は、決算日が12月31日であります。連結計算書類の作成にあ

たっては、同決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っております。その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結

会計年度と一致しております。

(3) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産 移動平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法)

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資

産を除く）

　

定率法によっております。

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法によっております。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

 建物及び構築物　　　　３～38年

 機械装置及び運搬具　　２～17年

ロ．無形固定資産（リース資

産を除く）

　

定額法によっております。

 なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法によっております。



2013/05/27 21:32:57 ／ 12900430_ハリマ共和物産株式会社_招集通知

連結注記表

－ 17 －

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては主として貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上

しております。

ハ．退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

 なお、会計基準変更時差異はありません。

ニ．役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく連結会計

年度末要支給額を計上しております。

④　重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引の

うちリース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。

⑤　消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

(4) 会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更　

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１

日以後に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更し

ております。

これによる損益への影響は軽微であります。　

　

２．連結貸借対照表等に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 3,707,456千円

(2) 担保提供資産

投資有価証券 6,325千円

(上記に対応する債務)

支払手形及び買掛金 245,086千円
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(3) 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、再評価に係る繰延税金負債を負債の部、土地再評価差額金を純資産の部にそれぞ

れ計上しております。

再評価を行った年月日

平成14年３月31日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る路線価及び路線価の無い土地は、第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づいて、合理

的な調整を行って算出しております。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額との合計額の差額

　 1,040,080千円
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

普通株式 5,441,568株

(2) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類
配当金の総額
（ 千 円 ）

１ 株 当 た り
配当額（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

平成24年６月28日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 109,677 21 平成24年３月31日 平成24年６月29日

(3) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　平成25年６月27日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のと

おり提案しております。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　 114,899千円

②　１株当たり配当額　　　　　　　　　　　　22円

③　基準日　　　　　　　　　　　平成25年３月31日

④　効力発生日　　　　　　　　　平成25年６月28日

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

　

４．金融商品に関する注記

１.金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しておりま

す。一時的な余資は流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入によ

り調達しております。なお、デリバティブ取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒

されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。

　借入金は、運転資金及び設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で

決算日後１年であります。

　長期貸付金は、主として建設協力金であり、建設協力金の返還日は平成31年７月です。
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(3)金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、営業債権等について、各事業部門における担当部署が主要

な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するととも

に、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社に

おいても、当社の与信管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建ての営業債権債務はありません。また、当社は、借入金に係る支払金利は

固定金利によるものであります。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、

また、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　なお、連結子会社は投資有価証券を保有しておりません。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するととも

に、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社においても、

同様の管理を行っております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２.金融商品の時価等に関する事項

　平成25年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりませ

ん。((注１)　参照)

　 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1）現金及び預金 1,381,965千円 1,381,965千円 －千円

(2）受取手形及び売掛金 6,014,087 6,014,087 －

(3) 投資有価証券 561,548 561,548 －

(4) 保険積立金 348,286 583,352 235,066

(5) 長期貸付金(※１) 449,060 456,134 7,073

資産計 8,754,949 8,997,089 242,139

(1）支払手形及び買掛金 3,026,345 3,026,345 －

(2）短期借入金 1,420,000 1,420,000 －

(3) 未払法人税等 275,003 275,003 －

負債計 4,721,348 4,721,348 －

(※１)　１年内回収予定の長期貸付金を含んでおります。

資　産

(1)現金及び預金

　預金は全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(2)受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。

(3)投資有価証券

　当社では、投資有価証券の時価について、株式等は取引所の価格によっております。

(4)保険積立金

　当社では、保険積立金の時価については、個々の契約に係る解約返戻金相当額により評価し

ております。

(5)長期貸付金

　当社では、長期貸付金の時価については、将来キャッシュ・フローを残存期間に対応するリ

スクフリー・レートで割り引いた現在価値により算定しております。
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負　債

(1)支払手形及び買掛金

(2)短期借入金

(3)未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。

(注１)　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 15,500

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから、「（3）投資有価証券」には含めておりません。

　

５．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,171円43銭

(2) １株当たり当期純利益 188円96銭
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貸　借　対　照　表
（平成25年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

【流　 動　 資　 産】
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品
前 渡 金
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
短 期 貸 付 金
未 収 収 益
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

【固　 定　 資　 産】
（有形固定資産）

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
器 具 及 び 備 品
土 地

（無形固定資産）
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ ェ ア

（投資その他の資産）
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 出 資 金
従 業 員 長 期 貸 付 金
長 期 貸 付 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
差 入 保 証 金
会 員 権
保 険 積 立 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

[8,656,344]
1,149,825

94,463
5,067,469
1,785,706

99,899
21,185
40,315
72,988

23
323,390
1,086
△10

[7,954,239]
(5,498,492)
1,478,649

57,845
230,134
5,992

110,425
3,615,445
(50,986)
4,636
46,350

(2,404,760)
577,048
52,899

43
3,620
4,192

371,879
480,000
13,548
184,142
377,680
20,750
332,394

20
△13,460

【流　 動　 負　 債】 [5,398,539]
支 払 手 形 68,001

買 掛 金 2,909,312

短 期 借 入 金 1,420,000

未 払 金 484,437

未 払 費 用 123,002

未 払 法 人 税 等 267,069

未 払 消 費 税 等 28,821

賞 与 引 当 金 43,644

そ の 他 54,250

【固　 定　 負　 債】 [861,137]

再評価に係る繰延税金負債 260,607

長 期 預 り 金 30,542

預 り 保 証 金 41,682

退 職 給 付 引 当 金 296,569
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 231,736

負 債 合 計 6,259,677

純 資 産 の 部

【株　 主　 資　 本】 [10,580,386]
資 本 金 719,530

資 本 剰 余 金 690,265

資 本 準 備 金 690,265

利 益 剰 余 金 9,358,591

利 益 準 備 金 179,882

そ の 他 利 益 剰 余 金 9,178,709

別 途 積 立 金 7,900,000

繰 越 利 益 剰 余 金 1,278,709

自 己 株 式 △188,000

【評価・換算差額等】 [△229,479]

その他有価証券評価差額金 58,668
土 地 再 評 価 差 額 金 △288,147

純 資 産 合 計 10,350,907
資 産 合 計 16,610,584 負 債 ・ 純 資 産 合 計 16,610,584

(注)金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 33,774,266

売 上 原 価 29,225,064

売 上 総 利 益 4,549,201

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,571,070

営 業 利 益 978,131

営 業 外 収 益 594,322

受 取 利 息 15,614

受 取 配 当 金 140,890

仕 入 割 引 300,029

そ の 他 137,787

営 業 外 費 用 16,495

支 払 利 息 8,322

売 上 割 引 7,647

そ の 他 525

経 常 利 益 1,555,958

特 別 損 失 5,635

投 資 有 価 証 券 評 価 損 500

関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 5,135

税 引 前 当 期 純 利 益 1,550,323

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 595,000

法 人 税 等 調 整 額 3,407

当 期 純 利 益 951,916

(注)金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

（単位：千円）

 

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

平成24年４月１日　残高 719,530 690,265 179,882 7,100,000 1,236,471 8,516,353 △187,968 9,738,180

事業年度中の変動額         

別途積立金の積立て    800,000 △800,000 ―  ―

剰余金の配当     △109,677 △109,677  △109,677

当 期 純 利 益     951,916 951,916  951,916

自己株式の取得       △32 △32

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

        

事業年度中の変動額合計 ― ― ― 800,000 42,238 842,238 △32 842,205

平成25年３月31日　残高 719,530 690,265 179,882 7,900,000 1,278,709 9,358,591 △188,000 10,580,386

 
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金 土 地 再 評 価 差 額 金 評価・換算差額等合計

平成24年４月１日　残高 15,260 △288,147 △272,887 9,465,293

事業年度中の変動額     

別途積立金の積立て    ―

剰余金の配当    △109,677

当 期 純 利 益    951,916

自己株式の取得    △32

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

43,408 － 43,408 43,408

事業年度中の変動額合計 43,408 － 43,408 885,614

平成25年３月31日　残高 58,668 △288,147 △229,479 10,350,907

(注)金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
　

１．重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式 移動平均法による原価法

②　その他有価証券  

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 移動平均法による原価法(貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

(3) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産除く） 定率法によっております。ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を除く）について

は定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　３～38年

機械及び装置　　　　　３～12年

②　無形固定資産（リース資産除く） 定額法によっております。

　 なお、自社利用のソフトウェアについては社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。

(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額基準に

より計上しております。

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。なお、会計基準変更時差異はありま

せん。

④　役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。
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(5) リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引の

うちリース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。

(6) 消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

(7) 会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更　

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固

定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これによる損益への影響は軽微であります。

　

２．貸借対照表等に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 3,523,408千円

(2) 子会社に対する短期金銭債権 11,571千円

(3) 子会社に対する長期金銭債権 480,000千円

(4) 子会社に対する短期金銭債務 94,684千円

(5) 担保に供している資産

投資有価証券 6,325千円

（上記に対応する債務）

買掛金 245,086千円

(6) 保証債務残高 61,611千円

(7) 貸借対照表に計上した固定資産の他、電子計算機一式及び物流機器ならびに事務用機器の一部

については、リース契約により使用しております。

(8) 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、再評価に係る繰延税金負債を負債の部、土地再評価差額金を純資産の部にそれぞ

れ計上しております。

再評価を行った年月日

平成14年３月31日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る路線価及び路線価の無い土地は、第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づいて、合理

的な調整を行って算出しております。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該

事業用土地の再評価後の帳簿価額との合計額の差額

　 1,040,080千円
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３．損益計算書に関する注記

子会社との取引高

①　売上高 100,319千円

②　仕入高 25,376千円

③　販売費及び一般管理費 525,168千円

④　営業取引以外の取引高 156,036千円

　

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び総数

普通株式 218,860株

　

５．税効果関係に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（単位：千円）

（平成25年３月31日現在）

繰延税金資産 　 　

減損損失 　 114,670

退職給付引当金 　 104,689

役員退職慰労引当金 　 81,855

未払事業税 　 20,463

関係会社出資金評価損　 　 23,206

賞与引当金 　 16,672

その他 　 45,065

繰延税金資産小計 　 406,622

評価性引当額 　 △150,848

繰延税金資産の合計 　 255,773

繰延税金負債 　 　

その他有価証券評価差額金 　 △31,316

繰延税金資産の純額 　 224,457
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６．リースにより使用する固定資産に関する注記

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額相当額

（千円）
減価償却累計額相当額

（千円）
期末残高相当額

（千円）

機械及び装置 231,436 214,766 16,669

合計 231,436 214,766 16,669

　

未経過リース料期末残高相当額

１年内 8,820千円

１年超 9,397千円

合計 18,218千円

　

７．関連当事者との取引に関する注記

子会社等 （単位：千円）

種 類 会社等の名称

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関連当事者
と の 関 係

取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子 会 社
株 式 会 社
ブ ル ー ム

100.0
資金の援助
役員の兼任

資 金 の 貸 付
( 注 1 )
利 息 の 受 取
( 注 1 )

180,000
( 注 2 )

946
　　

長 期 貸 付 金
　
前 受 収 益
　

180,000
　
240
　　

子 会 社
トイレタリー
ジャパンインク
株 式 会 社

85.1
資金の援助
債 務 保 証
役員の兼任

資 金 の 貸 付
( 注 1 )
利 息 の 受 取
( 注 1 )
債 務 保 証
( 注 3 )

100,000
( 注 2 )

3,512
　

61,611
　

長 期 貸 付 金
　
前 受 収 益
　
　
　

300,000
　
363
　
　
　

取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注１）  株式会社ブルーム及びトイレタリージャパンインク株式会社への資金の貸付については、

市場金利を勘案して決定しております。なお、担保は受け入れておりません。

　（注２）　取引金額は前期末残高からの増減額を記載しております。

　（注３）　当社はトイレタリージャパンインク株式会社の金融機関に対する信用状の決済資金及び

仕入先に対する債務に対して債務保証を行っております。なお、保証料は受領しておりま

せん。

　

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,981円90銭

(2) １株当たり当期純利益 182円26銭
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連結計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成25年５月10日 

 ハリマ共和物産株式会社  

 取　締　役　会　　御　中  

 有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 仲 尾 彰 記 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 伊 東 昌 一 
 

 　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ハリマ共和物産株式会社の平成24年４月

１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

　

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運

用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を

実施することを求めている。
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 　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施

される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽

表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について

意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた

適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討

する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ

れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見　

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、ハリマ共和物産株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書

類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

　

利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成25年５月10日 

 ハリマ共和物産株式会社  

 取　締　役　会　　御　中  

 有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 仲 尾 彰 記 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 伊 東 昌 一 
 

 　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ハリマ共和物産株式会社の平成24

年４月１日から平成25年３月31日までの第46期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

　

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重

要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と

判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ

の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥

当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び

その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画

を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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 　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及

びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的

は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書

の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方

針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及

びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見　

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 平成25年５月13日 

 ハリマ共和物産株式会社  

 代表取締役社長 津 田  雄 殿  

 ハリマ共和物産株式会社　監査役会 

 

常 勤 監 査 役 小 石 博 二 
社 外 監 査 役 山　本　美比古 
社 外 監 査 役 前 原 啓 二 

 

 当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第46期事業年度の
取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結
果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告
いたします。
　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況

及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務

の分担等に従い、取締役、内部監査室、その他の使用人等と意思疎通を図り、情
報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に
出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい
て業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取
締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株
式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第
１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に
基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等
からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役
等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け
ました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書
について検討いたしました。
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 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行
が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ
る事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上
の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）に
ついて検討いたしました。

　
２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し

く示しているものと認めます。
二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する

重大な事実は認められません。
三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職
務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると

認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

　

 

以　上
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株主総会参考書類
　

第１号議案　剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

第46期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等を勘案

いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金22円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は114,899,576円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成25年６月28日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項

内部留保につきましては、将来の積極的な事業展開に備えた経営基盤の強化を図

るため、以下のとおりといたしたいと存じます。　

①　増加する剰余金の項目とその額

別途積立金 600,000,000円

②　減少する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金 600,000,000円
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第２号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

　当社の事業の多様化に対応するため、現行定款第３条（目的）に定める目的事項

を追加するものであります。

２．変更の内容

　変更の内容は次のとおりであります。
 （下線部分は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

（目的） （目的）

第３条　当会社は、次の事業を営むことを目的とする。 第３条　（現行どおり）

　　１．～16．（記載省略） 　　１．～16．（現行どおり）

（新設）　 　　17．自然エネルギー等による発電事業及びその管理、

　　　　運営並びに電気の供給、販売等に関する業務

（新設）　 　　18．太陽光発電のための屋根貸し事業に関する業務

　　17．前各号に附帯関連する一切の事業 　　19．前各号に附帯関連する一切の事業

　
以　上　
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地図

　

株主総会会場ご案内略図
　

会場　兵庫県姫路市下寺町43番地

　　　姫路商工会議所　５階　501号室

ＴＥＬ　０７９－２２３－６５５１

　

Ｎ

姫路城
京
口
駅

国
道
312
号
線

郵便局

国道2号線

姫路商工会議所
　会　　　館

十二所線

朝日橋至岡山 至神戸
姫路駅

大
手
前
通
り

総社 坂田町
バス停

ＮＨＫ

大手前公園

市民会館

商工中金

姫路支店

　

・神姫バス坂田町バス停より徒歩約３分

　
　
　

　　

　




